
経営発達支援計画

令和6年度　地域経済動向調査

調査対象：京北商工会全会員　　調査期間：令和6年12月26日～令和7年1月31日

令和6年度 経営発達支援計画に係る
地域経済動向調査・雇用・賃上げ等調査

調査の目的

　京北管内の中小事業者の発達を支援するため、当事者を取り巻く様々な事業環境情報の
１つとして、京北商工会全会員の状況を収集把握し、取りまとめることを目的とする。

＜調査概要＞

調査方法：郵送による調査票の配布・回収　84事業所（回収率38.4％）

京 北 商 工 会



(1)回答事業所特性
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（2）景況・業況の動向

　　①今年（今期）の状況

１）景況感
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合計

合計

合計

合計

　　①企業形態

　　②業種

　　③代表者の年齢

宿泊・飲食業

その他サービス業

法人

個人

卸・小売業

製造業

建設業

20代

30代

40代

不変

悪化

50代

60代

70代以上

好転

卸・小売業
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２）売上
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29

84

３）売上単価
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４）資金繰り
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84

５）採算性
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②業績予測（令和6年以降3年程度）

１）売上見通し
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44

23

84

悪化

下降見込

上昇見込

横ばい

好転

不変

悪化

合計

増加

不変

合計

減少

合計

合計

合計

上昇

不変

低下

好転

不変

増加 19%

不変
46%

減少
35%

上昇 30%

不変
53%

低下
17%

好転
7%

不変
73%

悪化
20%

好転
15%

不変
54%

悪化
31%

上昇見込 20%

横ばい 53%

下降見込 27%



２）利益見通し
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42

27

84

３）今期直面している経営上の問題点　

※複数回答可

新型コロナウイルスによる売上減少 ① 3

大企業の進出や過当競争の激化 ② 3

仕入単価の上昇 ③ 46

経費の増加 ④ 46

販売単価の低下・上昇難 ⑤ 15

エネルギーコストの増加 ⑥ 44

原材料の高騰 ⑦ 44

需要の停滞、売上の減少 ⑧ 26

従業員の確保難 ⑨ 25

後継者の育成・確保 ⑩ 18

その他 ⑪ 4

（3）事業の将来性について

①主要事業の現在の市場環境

拡大している ① 10

横ばい ② 33

縮小している ③ 25

わからない ④ 6

10

84

②主要事業の将来性について

拡大が期待できる ① 4

維持・継続はできる ② 43

縮小が見込まれる ③ 13

わからない ④ 14

10

84

上昇見込

横ばい

下降見込

合計

合計

合計

※未回答

※未回答

原材料、コストの増加等、物価高騰による影響が圧倒的に多い。また需要の停滞や従業員の確保も大きな
課題となっている。その他の回答は取引先の廃業・インボイス対応・顧客の高齢化・資金繰り。

上昇見込 18%

横ばい
50%

下降見込
32%
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

① 5%

② 58%

③ 18%

④ 19%

① 13%

② 45%
③ 34%

④ 8%



③今後の事業展開について

現在の事業を軸に継続 ① 52

関連した新分野への転出 ② 15

全く異なる分野への転出 ③ 1

わからない ④ 5

11

84

(4)雇用（人材確保・人材不足）について

①現状の雇用について

人材が確保できている ① 30

人材が不足している ② 35

19

84

※複数回答可

働きやすい職場環境づくり ① 10

働き方の多様化に対応 ② 4

賃金・賞与の賃上げ ③ 6

事業規模が小さく確保不要 ④ 15

35

※複数回答可

人材からの応募がない ① 17

業界の人気がない ② 4

高齢化による退職者の増加 ③ 9

高度なスキルが必要 ④ 8

38

４）人材確保のために何をしているか ※複数回答可

インターンシップや職場体験 ① 9

賃金アップに繋がる評価制度 ② 6

外国人実習生の受け入れ ③ 2

ワークライフバランスを重視 ④ 20

37

57

※未回答

３）不足している要因（人材が不足している場合のみ回答）

②確保できている要因（人材が確保できている場合のみ回答）

合計

※未回答事業所数

合計

合計

合計

合計

※未回答

① 24%

② 16%

③ 6%

④ 54%

① 71%

② 21%
③ 1%④ 7%

① 46%② 54%

① 29%

② 11%
③ 17%

④ 43%

① 45%

② 10%

③ 24%

④ 21%



（5）賃上げに関する取り組みについて

現状維持を続ける ① 26

定期昇給の仕組みづくり、ベースアップに取組中 ② 14

賃上げを行った、または検討中 ③ 15

賞与や一時金の金額を増やす予定、すでに増やした ④ 9

まだ考えていない ⑤ 11

75

9

（6）商工会へ求める支援について
※複数回答可

補助金施策や経営に関するもの ① 43

事業計画策支援 ② 11

伝統産業を守っていける支援 ③ 11

販路開拓支援 ④ 23

その他 ⑤ 3

91

19※未回答事業所数

合計

※未回答事業所数

合計

① 34%

② 19%
③ 20%

④ 12%
⑤ 15%

① 47%

② 12%
③ 12%

④ 25%
⑤ 4%


